
■グラフ2：基金残高の推移
うち財政調整基金
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■グラフ1：市債残高（一般会計）の推移
合併特例債臨時財政対策債 その他地方債
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（億円）

分担金および負担金
7億6197万円 1.6%
使用料および手数料
8億1092万円 1.7%
財産収入
3億3038万円 0.7%

寄附金
2億5369万円 0.6%

繰入金 24億1356万円 5.2%

繰越金 3億896万円 0.7%

諸収入 8億8666万円 1.9%

地方譲与税 3億846万円 0.7%

地方特例交付金
3億8826万円 0.8%

地方消費税交付金
19億334万円 4.1%

県支出金
31億7626万円
　　　　  6.8%

国庫支出金
69億7039万円
             15.0%

地方交付税
75億2736万円
16.2%

市　税
144億
131万円
　30.9%

市　債
58億7940万円
　　　　12.6%

その他 2億4648万円  0.5%

依
存
財
源

149 152 156

300
281

自
主
財
源

投資的
経費

義
務
的

経
費

貸付金 3億200万円 0.6% 維持補修費
2億5691万円 0.6%

人件費
71億2185万円
15.4%

扶助費
99億7214万円
21.6%

公債費
54億9142万円
11.9%

投資的経費
81億5656万円
17.6%

物件費
61億4046万円
            13.3%

繰出金
47億8874万円
          10.4%

積立金
5億52万円
1.1%

補助費等
34億8544万円 7.5%

そ
の
他

経
費

3116円

4万4675円

16万6804円

2万9866円

1186円

8404円

8267円

議会に要する経費（議会費）

コミュニティや交通対策、行政運営に要する経費（総務費）

保育や障がい者支援など各種福祉事業の経費（民生費）

環境や健康を守る経費（衛生費）

勤労者支援に要する経費（労働費）

農林水産業振興に要する経費（農林水産業費）

商工業や観光の振興に要する経費（商工費）
※1人当たりの経費は、令和2年4月1日現在の常住人口（109,139人）で計算しています。

一人当たり決算額内　　　　　訳
4万1623円

1万1440円

5万7090円

673円

5万316円

道路、公園整備などの経費（土木費）

消防活動に要する経費（消防費）

教育や文化、スポーツ振興に要する経費（教育費）

台風などの災害復旧費（災害復旧費）

市債の返済経費（公債費）

一人当たり決算額内　　　　　訳

42万3460円合　　　　　　計

※１. 実 質 赤 字 比 率：一般会計などの赤字の程度を指標化したもの。（黒字の場合は「―」）
※２. 連結実質赤字比率：市の全会計の収支を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化したもの。（黒字の場合は「―」）
※３. 実質公債費比率：一般会計などが負担する市債の元利償還金やそれに準じる負担などが、標準財政規模に占める大きさを指標化したもの。
※４. 将 来 負 担 比 率：一般会計などが将来負担すべき実質的な負債が、どの程度あるのかを指標化したもの。（比率がない場合は「―」）
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●健全化判断比率

用語の
説明

（単位：％）
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２
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と
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し
た
。

　
市
税
が
４
億
８
０
７
３
万
円
、
国
庫
支
出
金
が

12
億
８
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万
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し
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方
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す
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受
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入
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事
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収
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収
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ま
し
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ま
た
、
美
術
館
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長
寿
命
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工
事
や
市
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舎
等

複
合
施
設
整
備
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し
た
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と
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と
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５
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円
の
減
と
な

り
ま
し
た
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主
な
原
因
は
、
美
術
館
の
長
寿
命
化
工
事
や
市

庁
舎
等
複
合
施
設
整
備
な
ど
に
よ
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、
投
資
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経
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が
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方
で
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事
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積
立
金
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１
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す
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歳
入
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引
額
３
億
５
１
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万
円
の
う

ち
、
令
和
２
年
度
に
か
け
て
継
続
す
る
事
業
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す
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４
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万
円
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令
和
２
年
度
へ
繰
り
越
し
て
い
ま
す
。

　丸亀市の令和元年度の決算状況をお知らせします。一般会計の歳入は、前年度決算に比べて21.2%の
減少、歳出は21.4%の減少となりました。
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令
和
元
年
度
末
の
一
般
会
計
の
市

債
残
高
は
５
６
５
億
５
０
５
６
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
６
億
６
２

９
４
万
円
増
加
し
ま
し
た
（
グ
ラ
フ

１
参
照
）。
こ
れ
ら
市
の
借
入
金
の

残
高
は
、
こ
れ
ま
で
取
り
組
ん
で
き

た
教
育
施
設
の
耐
震
化
な
ど
の
財
源

と
し
て
活
用
し
た
合
併
特
例
債
の
ほ

か
、
地
方
交
付
税
の
代
替
財
源
で
あ

る
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
に
よ
る

も
の
で
す
。
こ
れ
ら
の
地
方
債
は
、

返
済
費
用
が
地
方
交
付
税
と
し
て
国

か
ら
措
置
さ
れ
、
財
政
負
担
が
軽
減

さ
れ
る
も
の
が
多
い
こ
と
か
ら
、
市

で
は
こ
の
よ
う
な
有
利
な
地
方
債
を

活
用
し
、
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い

ま
す
。

■
市
債（
借
入
金
）の
状
況

■
市
有
財
産
な
ど
の
状
況（
令
和
元
年
度
末
現
在
）

　
市
有
財
産
の
う
ち
、
市
の
貯
金
に
あ
た
る
基
金
は
、

（
グ
ラ
フ
２
）
の
と
お
り
推
移
し
て
い
ま
す
。

　
安
全
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
に
活
用
し
た
合
併
特
例
債

な
ど
の
償
還
が
本
格
化
し
て
い
る
と
と
も
に
、
社
会
保

障
関
連
経
費
も

引
き
続
き
増
加

し
て
い
く
こ
と

が
予
想
さ
れ
ま

す
。
市
で
は
、

こ
う
し
た
状
況

に
対
応
す
る
た

め
、
財
政
調
整

基
金
な
ど
、
将

来
的
に
必
要
な

財
源
を
積
み
立

て
て
い
ま
す
。

●令和元年度の決算を市民1人当たりに換算

■特別会計の状況

公共施設建設や財源調
整などのために設けら
れた市の貯金

市民税特別徴収分、市民
球場施設命名権料など

香川県広域水道企業団
やミモカ美術振興財団へ
の出資金など

庁舎、学校、保育所、公営
住宅、公園、山林など

㈱香川県中部流通セン
ターや中讃ケーブルビ
ジョン㈱の株券など

7,902,730㎡
（1,029,877㎡）

土　　　　地
（うち共有林）

種　　別 備　　　考保 有 量

建　　　　物

出資による権利

債　　　　権

基　　　　金

有 価 証 券

496,746㎡

8億5480万円

10億3037万円

281億3821万円

2億6867万円

●市有財産などの現況（令和元年度末現在）

会　計　名
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
国民健康保険診療所特別会計
公 共 下 水 道 特 別 会 計
農 業 集 落 排 水 特 別 会 計
駐 車 場 特 別 会 計
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
介 護 保 険 特 別 会 計
介護保険サービス事業特別会計

合　　計

125億8500万円
8506万円

35億8087万円
1億5342万円
1億1935万円
14億0492万円
87億7343万円

9394万円
267億9599万円

122億4324万円
8506万円

35億3192万円
1億5330万円
1億1526万円
14億0424万円
84億6539万円

9394万円
260億9235万円

3億4176万円
0万円

4895万円
12万円
409万円
68万円

3億0804万円
0万円

7億0364万円

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額

　特定の事業を行うため
に、一般会計と分けて設
置される特別会計には、
国民健康保険特別会計な
ど８つの特別会計があり
ます。各会計の決算概要
は右表のとおりです。

■健全化判断比率の状況
　健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要
性を判断するために国が定めている指標です。この指
標が国の定めた基準を上回った場合、「財政健全化計
画」や「財政再生計画」を策定し、財政再建に取り組
まなければなりません。令和元年度決算に基づく丸亀
市の各指標は、いずれも国が示す基準を下回ってお
り、財政状況は引き続き良好であるといえます。

歳入総額 465億6740万円歳出総額 462億1604万円

■
歳
入
歳
出
の
決
算
状
況
（
一
般
会
計
）

歳
　
出

歳
　
入


